
参考資料

第１回ディスクロージャーワーキング・グループ資料（抜粋）

平成29年12月11日

資料１－２



Ⅱ－１－１． 役員報酬に係る情報 ①

 企業価値の向上に向けて経営陣にインセンティブを付与するため、

近年、業績連動報酬を導入する企業が増加。
2017年６月末時点の導入上場企業は前年同月に比べ３割増加。

（上場企業の約３社に１社が導入）

日本の現状

（出所）ウイリス・タワーズワトソン・三菱UFJ信託銀行株式会社のプレス
リリースを基に、金融庁作成。
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 その後、上場企業のコーポレート・ガバナンスに対する内外投資家の関心の高まりを受け、2010年より有価

証券報告書において以下の情報を開示することとされた。

 提出会社の役員の報酬等の額または算定方法の決定に関する方針

 役員の区分ごとの報酬総額

 報酬種類別の総額

 対象となる役員の員数

 連結報酬総額１億円以上の役員の提出会社役員としての報酬総額、連結報酬の種類別の額

 現行の役員報酬に係る開示内容は、企業価値の向上に貢献した経営陣に対して、それに見合った報酬を提

供していくべきとのコーポレート・ガバナンス上の要請に合ったものとなっていないのではないかとの指摘。

 役員報酬の開示については、2003年に有価証券報告書に「コー

ポレート・ガバナンスの状況」を新設した際、当該項目において
「役員報酬の内容」を開示することとされた。但し、その具体的な

開示内容は企業によって異なっていた。
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 米国では、SEC規則に基づき、CEO・CFO及び報酬額上位３位までのエグゼクティブオフィサーの報酬に関

し、報酬プログラムの内容や要素ごとの算定方法、株主総会決議の反映状況などを説明し、過去３年の報酬

内容の一覧を開示。また、全取締役の報酬に関し、過去１年の一覧を開示。

Ⅱ－１－１． 役員報酬に係る情報 ②

米国の状況

全取締役の過去１年の報酬の一覧

CEO・CFO及び報酬額上位３位までのエグゼクティブオフィサーの過去３年の報酬の一覧

２

The Procter and Gamble Company の 記載内容（全30ページ）



 英国では、会社法に基づき、全取締役の報酬に関し、報酬プログラムの内容や要素ごとの算定方法、株主総会

決議の反映状況などを説明し、過去２年の報酬内容の一覧を開示。業務を執行する取締役の報酬に関しては、

報酬プログラムを適用した場合の最大支払見込額なども開示。また、過去10年間のCEOの報酬額と同期間の

トータルシェアリターンの推移を対比できるように開示。

Ⅱ－１－１． 役員報酬に係る情報 ③

英国の状況

３

全取締役の過去２年の報酬の一覧

業務を執行する取締役の
報酬支払見込額Rolls-Royce の 記載内容（全24ページ） 過去のCEOの報酬額とトータルシェアリターンの推移



銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額
（百万円） 保有目的

㈱××× ◌◌,◌◌◌, ◌◌◌ ◌◌, ◌◌◌ 取引関係の維持・強化のため

●●●●㈱ ◌◌,◌◌◌, ◌◌◌ ◌◌, ◌◌◌ 事業上の関係の維持・強化のため

▲▲▲▲㈱ ◌◌,◌◌◌, ◌◌◌ ◌◌, ◌◌◌ 金融取引関係の維持・強化のため

㈱◆◆◆◆ ◌◌,◌◌◌, ◌◌◌ ◌◌, ◌◌◌ 生産・販売等の維持・発展のため

△△△△㈱ ◌◌,◌◌◌, ◌◌◌ ◌◌, ◌◌◌ 情報収集のため

： ： ： ：

Ⅱ－１－２． 政策保有株式

 有価証券報告書における政策保有株式に関する開示については、2010年より、政策保有株式（保有目的

が純投資以外の上場株式）について、資本金の１％超（30銘柄未満の場合は、保有額上位30銘柄まで）の
銘柄につき、以下を記載。

• 銘柄

• 銘柄ごとの、保有株式数、貸借対照表計上額、保有目的

政策保有株式に関する開示

４

 コーポレートガバナンス報告書（取引所規則）では、政策保有に関する方針等の開示が求められている

（注：コンプライ・オア・エクスプレイン方式、コーポレートガバナンス・コード原則1-4）が、取引関係の維持・
強化や中長期的な企業価値向上など抽象的な保有理由を示すにとどまっている例が少なくないとの指摘。

［開示例］

 上記の開示については、次のような指摘がなされている。
• 保有目的が、定型的かつ抽象的な記載にとどまっている
• 本来、政策保有と思われるものが純投資に区分されているケースがある
• 保有額が小さいものが開示されていないので十分な対話が困難
• 時価変動等により、開示される銘柄に差が生じるケースもあり、各年の異動状況を正確に把握できない
• 議決権行使結果を個別に開示すべき



Ⅱ－２． ガバナンス情報の提供のあり方

 現在、コーポレートガバナンスに関する情報については、有価証券報告書（金商法）において、投資家の投

資判断に必要とされる情報が開示されている。また、コーポレート・ガバナンス報告書（取引所規則）におい
ては、コーポレートガバナンス・コードへの対応状況等、より詳細な情報も開示されている（注） 。

（注）一部の情報（役員の略歴や個別の政策保有株式の情報等）は、有価証券報告書のみで開示。

 企業と投資家の対話を促していく上では、コーポレートガバナンス情報が分かりやすく投資家に提供される
ことが重要。海外投資家からも、こうした情報を分かりやすく提供して欲しいとの指摘。

Ⅰ  基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報
• コーポレートガバナンス・コードが求める開示（株式の政策

保有の方針、経営戦略等）
• 大株主の状況 等

Ⅱ  経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その
他のコーポレート・ガバナンス体制の状況
• 取締役の任期・人数、取締役会の議長、社外取締役の選

任状況
• 任意の委員会の設置状況
• 取締役報酬の開示状況
• コーポレート・ガバナンス体制の概要 等

Ⅲ  株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

Ⅳ  内部統制システム等に関する事項

Ⅴ  その他

コーポレート・ガバナンス報告書の構成

コーポレートガバナンス情報に関する開示

有価証券報告書の構成（コーポレートガバナンス関連部分）

第一部 企業情報
第4 提出会社の状況
1 株式等の状況
• 大株主の状況 等

5 役員の状況
• 役員の役職名、氏名、略歴、任期、所有株式数 等

6 コーポレート・ガバナンスの状況等
• 企業統治の体制の概要（任意の委員会を含む） / 当

該体制を採用する理由
• 政策保有株式の銘柄数/ 貸借対照表計上額の合計
• 資本金の1%超又は上位30銘柄に係る銘柄、株式数、

貸借対照表計上額、保有目的
• 役員ごとの個別の報酬額（1億円以上） 等

５


